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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第５期 

第１四半期 
連結累計期間 

第４期 

会計期間 
自 2022年４月１日 
至 2022年６月30日 

自 2021年４月１日 
至 2022年３月31日 

売上高 （千円） 1,628,116 5,638,130 

経常利益 （千円） 37,936 139,829 

親会社株主に帰属する 

四半期（当期）純利益 
（千円） 19,104 13,445 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 19,104 13,445 

純資産額 （千円） 558,537 539,297 

総資産額 （千円） 3,661,545 4,718,052 

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 9.48 6.67 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益 
（円） － － 

自己資本比率 （％） 15.3 11.4 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第４期は潜在株式が存在しないため、記載し

ておりません。第５期第１四半期連結累計期間は新株予約権の残高はありますが、当社株式の売買実績が無

く期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。 

３．当社は、第４期第１四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、第４期第１

四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 

 

 

２【事業の内容】 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】 

１【事業等のリスク】 

 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告

書（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、

前第１四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期連結累計期間との比

較分析は行っておりません。 

 

(1）財政状態の状況 

（資産の部） 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ1,056,507千円減少し、3,661,545千円とな

りました。流動資産は、前連結会計年度末に比べ1,079,493千円減少し、1,945,841千円となりました。これは主

に、未収入金を回収し、短期借入金を返済したことによるものであります。固定資産は、前連結会計年度末に比

べ22,985千円増加し、1,715,703千円となりました。これは主に、2022年10月開園予定の月島保育園に係る建設仮

勘定の増加によるものであります。 

 

（負債の部） 

当第１四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ1,075,747千円減少し、3,103,007千円と

なりました。流動負債は、前連結会計年度末に比べ1,420,498千円減少し、1,310,171千円となりました。これは

主に、短期借入金の返済によるものであります。固定負債は、前連結会計年度末に比べ344,751千円増加し、

1,792,836千円となりました。これは主に、短期借入金から長期借入金へと借り換えたことによるものでありま

す。 

 

（純資産の部） 

 当第１四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ19,239千円増加し、558,537千円となりまし

た。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益を計上したことに伴う利益剰余金の増加によるものであり

ます。 

 

(2）経営成績の状況 

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染者数の減少に伴い、経済活動は

徐々に正常化に向かいつつあるものの、国際情勢の影響による資源の高騰や急激な円相場の変動など、先行きが

不透明な状況が続いております。 

 このような環境の中、当社グループは、保育事業においては南小岩保育園、平井保育園、菊川保育園、板橋本

町保育園、東中野保育園、谷六保育園の６施設の運営が始まったことにより、売上高は1,139,815千円となり、セ

グメント利益は180,616千円となりました。 

 介護福祉事業においては、拠点数は増加したものの、初期費用の増加、また、人件費が増加したこと等によ

り、売上高は229,185千円となり、セグメント損失は7,251千円となりました。 

 人材派遣事業においては、主力である大手自動車メーカーへの派遣業務が新型コロナウイルスの影響による低

迷から抜け出したものの、営業人員の増加により販売費及び一般管理費が増加したことにより、売上高は189,859

千円となり、セグメント利益は4,050千円となりました。 

 その他事業においては、業務受託による通信機器の販売が好調であり、売上高は69,256千円、セグメント利益

は2,919千円となりました。 

 以上の結果、当社グループの当第１四半期連結累計期間の売上高は1,628,116千円、営業利益は36,202千円、経

常利益は37,936千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は19,104千円となりました。 

 

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定 

 新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・

フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。 
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(4）経営方針・経営戦略等 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。 

 

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題 

  当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要 

 な変更はありません。 

 

(6）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

 

 (7）経営成績に重要な影響を与える要因 

 経営成績に重要な影響を与える要因については、新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）「第２ 事業

の状況 ２ 事業等のリスク」に記載のとおりであり、様々なリスク要因が当社の経営成績に重要な影響を与える

可能性があると認識しております。そのため、当社は常に市場動向に留意しつつ、適用を受ける法令の改正等には

細心の注意を払い情報収集に力を入れる等、経営成績に重要な影響を与えるリスク要因について低減し、適切な対

応に努めてまいります。 

 

 (8）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当社の資金の状況については、新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）「第２ 事業の状況 ３ 経営

者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 (1) 経営成績等の状況の概要 ③ キャッシ

ュ・フローの状況」に記載しているとおりであります。 

 当社の資金需要のうち主なものは、運転資金、設備投資、法人税等の支払、借入金の返済等であります。 

 短期運転資金は自己資金及び金融機関からの短期借入を基本としており、設備投資や長期運転資金の調達につき

ましては、金融機関からの長期借入を基本としております。 

 

 

３【経営上の重要な契約等】 

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 8,058,240 

計 8,058,240 

 

②【発行済株式】 

種類 
第１四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（2022年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（2023年５月26日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 2,014,560 2,014,560 

東京証券 

取引所 

（TOKYO PRO Market） 

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式であり、単元株

式数は100株であり

ます。 

計 2,014,560 2,014,560 － － 

 

（２）【新株予約権等の状況】 

①【ストックオプション制度の内容】 

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 

決議年月日 2022年３月30日 2022年３月14日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社従業員 15 

当社子会社従業員 55 

当社取締役 ３ 

当社監査役 １ 

当社子会社取締役 ４ 

新株予約権の数（個） ※ 1,432 （注）１ 1,568 （注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種

類、内容及び数（株） ※ 

普通株式 

143,200 

普通株式 

156,800 

新株予約権の行使時の払込金額

（円） ※ 
新株予約権１個につき40,000 （注）２ 

新株予約権の行使期間 ※ 
自 2024年４月16日 

至 2032年３月30日 

自 2023年６月１日 

至 2027年５月31日 

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び資本

組入額（円） ※ 

発行価格 400 

資本組入額 200（注）３ 

新株予約権の行使の条件 ※ （注）４ （注）５ 

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 
譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認

を要するものとする。 

組織再編行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項 ※ 
（注）６ 

※新株予約権の割当日（2022年４月16日）における内容を記載しております。 
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（注）１．本新株予約権１個当たりの目的となる株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、100株とする。 

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以

下、同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、

本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行わ

れ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

 調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割（又は併合）の比率 

 また、当社が合併、会社分割又は資本金の額の減少を行う場合その他これらの場合に準じ付与株式数の

調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるものとす

る。 

 

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数

は切り上げる。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割（又は併合）の比率 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式

の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株

式の移転の場合を除く。）、 次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

     
既 発 行 

株 式 数 
＋ 

新規発行 

株 式 数 
× 

１株当たり 

払 込 金 額 

 調 整 後 

行使価額 
＝ 

調 整 前 

行使価額 
× 

新規発行前の１株当たりの時価 

 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式に係る発行済株式総数から当社普通株式に

係る自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式に係る自己株式の処分を行う場合には、「新規発行

株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

さらに、上記のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行

使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるも

のとする。 

 

３．ⅰ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１ 

       項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じた 

       ときは、その端数を切り上げるものとする。 

ⅱ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記ⅰ記載の資本金 

   等増加限度額から、上記ⅰに定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

 

４．第１回新株予約権の行使条件 

ⅰ 新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、新株予約権の権利行使時にお

いても、当社または当社関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則において規定さ

れる関係会社をいう。）の取締役、監査役または使用人であることを要する。但し、任期満了による退

任及び定年退職、その他正当な理由のある場合は、この限りではない。 

ⅱ 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。 

ⅲ 新株予約権の割当てを受けた者は、発行会社の株式が東京証券取引所TOKYO PRO Market以外の金融商品  

  取引所に上場した場合にのみ新株予約権を行使することができる。 

ⅳ 新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとな

るときは、当該新株予約権の行使を行うことはできない。 

ⅴ 新株予約権の一部行使はできない。 

ⅵ 本新株予約権割当契約に違反した場合には行使できないものとする。 

 

５．第２回新株予約権の行使条件 

ⅰ 新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、2023年３月期における、当 社

が提出した発行者情報（有価証券報告書を作成している場合、有価証券報告書とする。以下同じ）に記

載される監査済みの当社連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合、損益計算書とする。

以下同じ）において、経常利益の額が200百万円以上の場合に限り、各新株予約権者に割り当てられた新



- 6 - 

 

株予約権を行使することができる。国際財務報告基準の適用等により参照すべき指標の概念に重要な変

更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会にて定めるものとする。また、上記の経常利益の

判定において、権利確定条件付き有償新株予約権に関連する株式報酬費用が計上されることとなった場

合には、これによる影響を排除した株式報酬費用控除前の修正経常利益をもって判定するものとする。 

ⅱ 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社（財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則において規定される関係会社をいう。）の取締役、監査役または使用人

であることを要する。但し、任期満了による退任及び定年退職、その他正当な理由のある場合は、この

限りではない。 

ⅲ 新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。 

ⅳ 新株予約権の割当てを受けた者は、発行会社の株式が東京証券取引所TOKYO PRO Market以外の金融商品  

  取引所に上場した場合にのみ新株予約権を行使することができる。 

ⅴ 新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとな

るときは、当該新株予約権の行使を行うことはできない。 

ⅵ 新株予約権の１個未満の行使を行うことはできない。 

 

６．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に

新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。

ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、

吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

ⅰ 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

ⅱ 新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

ⅲ 新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件を勘案の上、上記３.iに準じて決定する。 

ⅳ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、上

記３.ⅱで定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記ⅲに従って決定される当該新

株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。 

ⅴ 新株予約権を行使することができる期間 

上表の「新株予約権の行使期間」の開始日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から「新

株予約権の行使期間」の満了日までとする。 

ⅵ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

上表の「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。 

ⅶ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。 

ⅷ その他新株予約権の行使の条件 

上表の「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。 

ⅸ 新株予約権の取得事由及び条件 

① 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約若しくは分

割計画、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画について株主総会の承

認（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役

会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。 

② 新株予約権者が権利行使をする前に、上表の「新株予約権の行使の条件」に定める規定により新

株予約権の行使ができなくなった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。 

ⅹ その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。 
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②【その他の新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

 

 （３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

 該当事項はありません。 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

（株） 

発行済株式 
総数残高 

（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高（千円） 

2022年４月１日～ 

 2022年６月30日 
－ 2,014,560 － 30,000 － － 

 

   （５）【大株主の状況】 

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

 

（６）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 2022年６月30日現在 
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  2,014,500 20,145 

権利内容に何ら限定のな

い、当社株式であり、単

元株式数は100株であり

ます。 

単元未満株式  普通株式          60 － － 

発行済株式総数 2,014,560   － － 

総株主の議決権 － 20,145 － 

②【自己株式等】 

   該当事項はありません。 

 

２【役員の状況】 

  該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、株式会社名古屋証券取引所の「有価証券上場規程」第216条第６項の規定に基づき、第１四半期連結会計

期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法人コスモスによる四半期レビューを受けております。 

 

３．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例 

 当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。 
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１【四半期連結財務諸表】 

    （１）【四半期連結貸借対照表】 

  (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

（2022年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 

(2022年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,123,429 1,339,921 

受取手形 318 － 

売掛金 635,467 519,570 

貯蔵品 1,170 1,170 

未収入金 1,179,493 1,092 

その他 85,455 84,088 

流動資産合計 3,025,334 1,945,841 

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 746,344 748,097 

    減価償却累計額 △271,228 △279,649 

    建物及び構築物（純額） 475,116 468,447 

   車両運搬具 6,319 6,058 

    減価償却累計額 △4,367 △4,389 

    車両運搬具（純額） 1,952 1,669 

   工具、器具及び備品 15,113 16,391 

    減価償却累計額 △8,580 △9,392 

    工具、器具及び備品（純額） 6,532 6,999 

   建設仮勘定 7,810 65,733 

   土地 464,383 464,383 

   有形固定資産合計 955,795 1,007,233 

  無形固定資産   

のれん 15,380 14,000 

ソフトウエア 4,439 4,113 

その他 254 254 

無形固定資産合計 20,074 18,367 

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 253,777 244,808 

   繰延消費税額等 250,535 232,590 

   その他 212,535 212,704 

   投資その他の資産合計 716,848 690,103 

  固定資産合計 1,692,717 1,715,703 

 資産合計 4,718,052 3,661,545 
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  (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

（2022年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 

(2022年６月30日) 

負債の部   

 流動負債   

買掛金 18,977 19,655 

短期借入金 1,434,695 64,000 

１年内償還予定の社債 90,000 90,000 

１年内返済予定の長期借入金 486,421 472,838 

未払金 312,925 322,958 

未払法人税等 26,809 10,497 

  賞与引当金 158,326 126,983 

その他 202,514 203,237 

  流動負債合計 2,730,669 1,310,171 

 固定負債   

  社債 150,000 150,000 

  長期借入金 1,236,022 1,580,675 

  退職給付に係る負債 18,113 19,121 

  その他 43,950 43,040 

  固定負債合計 1,448,085 1,792,836 

 負債合計 4,178,754 3,103,007 

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 30,000 30,000 

  資本剰余金 234,066 234,066 

  利益剰余金 275,231 294,335 

  株主資本合計 539,297 558,402 

新株予約権 － 134 

 純資産合計 539,297 558,537 

負債純資産合計 4,718,052 3,661,545 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

 (単位：千円) 

 
当第１四半期連結累計期間 
(自 2022年４月１日 
至 2022年６月30日) 

 売上高 1,628,116 

 売上原価 1,396,396 

 売上総利益 231,720 

 販売費及び一般管理費 195,517 

 営業利益 36,202 

 営業外収益  

    受取利息 0 

  受取配当金 9 

  補助金収入 7,218 

  その他 1,219 

  営業外収益合計 8,447 

 営業外費用  

  支払利息 6,302 

  その他 412 

  営業外費用合計 6,714 

 経常利益 37,936 

税金等調整前四半期純利益 37,936 

 法人税、住民税及び事業税 9,862 

 法人税等調整額 8,969 

 法人税等合計 18,831 

四半期純利益 19,104 

親会社株主に帰属する四半期純利益 19,104 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

 （単位：千円） 

 
当第１四半期連結累計期間 
(自 2022年４月１日 
 至 2022年６月30日) 

四半期純利益 19,104 

四半期包括利益 19,104 

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 19,104 

非支配株主に係る四半期包括利益 － 
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【注記事項】 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。 

 
当第１四半期連結累計期間 
(自 2022年４月１日 

 至 2022年６月30日) 

減価償却費 10,115千円 

のれんの償却額 1,380 

 

 

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

当第１四半期連結累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年６月30日） 

    １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報 

     (単位：千円) 

 

報告セグメント 
その他 

(注)１ 
合計 

調整額 

(注)２ 

四半期 

連結損益計

算書計上額 

(注)３ 
保育事業 

介護福祉 

事業 

人材派遣 

事業 
計 

売上高         

顧客との契約から生じ

る収益 
1,139,815 229,185 189,859 1,558,860 69,256 1,628,116 － 1,628,116 

その他の収益 － － － － － － － － 

外部顧客への売上高 1,139,815 229,185 189,859 1,558,860 69,256 1,628,116 － 1,628,116 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
－ － 300 300 － 300 △300 － 

計 1,139,815 229,185 190,159 1,559,160 69,256 1,628,416 △300 1,628,116 

セグメント利益又は損失

（△） 
180,616 △7,251 4,050 177,415 2,919 180,334 △144,131 36,202 

(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、モバイル事業を含んでおります。 

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△144,131千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用 

  △144,131千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費でありま

す。 

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

 

（収益認識関係） 

    顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。 
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（１株当たり情報） 

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当第１四半期連結累計期間 
(自 2022年４月１日 

 至 2022年６月30日) 

１株当たり四半期純利益 9円48銭 

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 19,104 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益（千円） 
19,104 

普通株式の期中平均株式数（株） 2,014,560 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要 

2022年３月30日開催の株主総会

決議による第１回新株予約権 

新株予約権の数 1,432個 

（普通株式 143,200株） 

 

2022年３月14日開催の取締役会

決議による第２回新株予約権 

新株予約権の数 1,568個 

（普通株式 156,800株） 

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、新株予約権の残高はありますが、当社株式の売買実績が無 

    く期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。 

 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 
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２【その他】 

 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 該当事項はありません。 
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